
【住宅・建築①】住宅の耐震化率の推移

○ 南海トラフ地震、首都直下地震など近い将来高い確率で発生すると見込まれる大地震から自らの
生命・財産などを守るためには、住宅や建築物の耐震化を図ることが必要です。

○ 住宅の耐震化率は、令和5年時点で約90%となっています。これを令和17年に「概ね解消」することを
目標に、引き続き、耐震改修支援等の施策を推進していきます。
（参考）住宅・建築物の耐震化 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr_000043.html
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総務省「住宅・土地統計調査」をもとに、国土交通省推計

１９８０以前
耐震性あり
約６1０万戸

耐震性不十分
約５７０万戸

１９８１以降
耐震性あり

約４,３９０万戸

戸建て住宅

耐震化率 約８５％

総戸数 約２,９３０万戸
耐震性あり 約２,４８０万戸

１９８０以前
耐震性あり

約３５０万戸

耐震性不十分
約４５０万戸

１９８１以降
耐震性あり

約２,１３０万戸

共同住宅

耐震化率 約９６％

総戸数 約２,６４０万戸
耐震性あり 約２,５３０万戸

１９８１以降
耐震性あり

約２,２７０万戸

耐震性不十分
約１１０万戸

１９８０以前
耐震性あり

約２６０万戸

2013(H25)年

約８２％

2018(H30)年

約８７％

目標 2035(R17)年

概ね解消

2008(H20)年

約７９％

住宅の耐震化率の推移と目標

2023(R5)年

約９０％

2003(H15)年

約７５％


